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駿河台大学法科大学院に対する認証評価結果の付記事項に関する検証結果 

 

 

 

Ⅰ 検証結果 

 

貴大学法科大学院から提出された検討結果報告書等を検証した結果、貴大学法科大学院

が実施していた過度な司法試験対策に対する改善検討状況について、適切な取組みがなさ

れたものと判断する。 

よって、次年度以降については、検討結果報告書等の提出を要請しないこととする。 

 

Ⅱ 総 評 

 

（１）検討結果報告書等の提出要請の趣旨 

本協会は、2008（平成20）年度の本協会法科大学院認証評価結果に際し、貴大学法科大学

院に対し、「過度な司法試験対策の実施」に関連して、貴大学法科大学院で実施されてい

た「特別講座」等については、その実施自体の中止、あるいは実施する場合でもその内容

および規模等の改善を求めるとともに、貴大学法科大学院における改善検討状況について

検討結果報告書を2013（平成25）年度まで毎年提出するよう要請した。 

（２）2009（平成21）年度に提出された資料 

前記の判断を受けて、貴大学法科大学院より、2009（平成21）年10月末までに、以下の検

討結果報告書等が提出された。 

2009（平成21）年度提出された資料は、「検討結果報告書」「2009年度第３回法科大学院

研究科委員会議事録（６月３日開催）」「講座等資料」（「駿河台ロースクールニューズ・レ

ター（第10号、第11号）」「民事訴訟法判例研究会の予定について」「民法の学び方・教科書

の読み方（No.１～３）」「秋学期開講授業連絡事項『商法（会社法）』2009年８月８日」「法

律文章作成のための留意点（メモ）」「法学の学習の仕方」「民事判例の論理の１例」「１年

生対象学習指導説明会」「勉強方法について」「駿河台大学法科大学院商行為・集中講義レ

ジュメ」、落合誠一・大塚龍児・山下友信著『商法Ⅰ総則・商行為』140～145頁（有斐閣、

2007年）、「罪数論・競合論」「罪数論の意義」「刑法１」（『法学教室』No.270）132頁、「弁

護士の仕事の役割（レジュメ）」「弁護士の仕事の役割（パワーポイント）」「まずは私たち

法テラスへ！」「NEWS探偵団知ってる？ 法テラス事務所今月開業（中日新聞2007（平成19

年）年６月17日）」）であった。 

（３）2009（平成21）年度の本協会法科大学院認証評価委員会の判断 

本協会法科大学院認証評価委員会では、上記資料を慎重に検証した結果、貴大学法科大学

院が示した過度な司法試験対策の実施に対する検討状況には、一定の取組みが認められた
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ものの、貴大学法科大学院が示す以上の検討結果およびそれに基づく改善方策の提示のみ

をもっては、その取組みがいまだ十分なものであるかを判断するに至らず、なお今後の取

組みを踏まえ、その検証を行っていく必要があると判断し、引き続き次年度も、これらの

検討状況が十分に把握できる資料を含む改善に向けた検討結果報告書の提出を要請するこ

ととした。 

（４）2010（平成22）年度に提出された資料 

前記の判断を受けて、貴大学法科大学院より、2010（平成22）年10月末までに、以下の資

料が提出された。 

2010（平成22）年度提出された資料は、「認証評価結果付記事項に関する報告書」「2009

年度第３回法科大学院研究科委員会議事録（６月３日開催）」「駿河台ロースクールニュー

ズ・レター（第10号、第11号、第12号）」である。 

（５）本協会法科大学院認証評価委員会による検証内容 

本年度においても、昨年度に引き続き、上記資料に基づき慎重に検証を行った。 

なお、昨年度の貴大学法科大学院の検討状況および本協会法科大学院認証評価委員会の判

断については、以下のとおりである。 

まず、特別講座等については、「検討結果報告書」によると、まず、2008（平成20）年度

において、当該年度に実施をすでに予定していた、学生の自主的組織である「民事訴訟法

判例研究会」、次年度開講科目のガイダンスおよび学習相談会を除き、特別講座等は実施

しないことを決定し、また、ティーチング・アシスタント（ＴＡ）の勤務を一部停止した

と報告されている。そして2009（平成21）年度において、改めてその後の特別講座等のあ

り方およびＴＡのあり方に関して検討を行ったと報告されている。その検討のポイントは、

①夏期休業期間中の行事等の内容については、研究科委員会で内容を精査し、適切なもの

であるか否かを個別に確認する、②ＴＡの行う業務について確認を行う、とのことである。

このことは、「2009年度第３回法科大学院研究科委員会議事録（６月３日開催）」からも窺

うことができる。 

また、上記①、②の検討結果として、次のような改善方策を示した。すなわち、①に関し

ては、研究科委員会において、夏期休業期間に行う全ての行事等について、個別の検討を

行い、「司法試験の受験指導あるいはそれに類似した教育」に偏するものを排除すること

とし、ガイダンスや講演会、学習相談等を実施するとともに、ＴＡによる特別講座につい

ては、法学未修者向けの民法講座および「『商行為法』集中講義」にとどめることとした。

②に関しては、ＴＡによる学習相談は継続して行うものの、学習支援の本来の範囲を逸脱

しないことを確認したとのことである。これらの改善方策については、「駿河台ロースク

ールニューズ・レター（第10号、第11号）」等の添付資料によって、その実施が確認でき

る。 

しかしながら、以上の諸点については、貴大学法科大学院自身が「検討結果報告書」にお

いて「検討の端緒に過ぎない」としているところでもあり、十分な取組みがなされている
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とまではいえないと判断した。 

本年度提出された「認証評価結果付記事項に関する報告書」によれば、2010（平成22）年

度において、法学未修者向けの民法講座および「『商行為法』集中講義」ならびに2009（平

成21）年度在学生向けの「商法総則・商行為法」については、正規の授業科目である法律

基本科目の「商法演習Ⅰ」（２年次配当・２単位）に移行したため、廃止された。また、

これに関連して、認証評価結果において「展開・先端科目群の科目とするのは不適切であ

る」と指摘された「有価証券法」については、2010（平成22）年度は休講とし、2011（平

成23）年度以降は廃止の方向で検討が進んでいるとされる。さらに、ＴＡによる学習相談

については、昨年度と同様、継続して行うこととしつつ、学習支援の本来の範囲を逸脱し

ないことが確認されているとしている。そして、これらの対応により、貴大学法科大学院

としては、「『司法試験の受験指導あるいはそれに類似した教育』を排除することができ

たもの」としている。 

（６）本協会法科大学院認証評価委員会の検証結果 

本協会法科大学院認証評価委員会は、上記の対応については、昨年度からの方針が継続さ

れ、さらにＴＡの特別講座の廃止などの具体的な措置が取られており、適切な取組みがな

されたものであると判断する。よって、昨年度からの方針を今後も堅持し、恒常的な検証

を行うことにより、十分な改善がなされるものと認められるため、次年度以降については、

検討結果報告書等の提出を要請しないこととする。 

 


